
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 4年 度  事 業 報 告 書

令和4年4月 1日 から 令和5年3月 31日 まで

特定非営利活動法人 放課後NPOア フタースクール

1 事業の成果

(目 標 )

「放課後はゴールデンタイム」

○学校施設を活用 したアフタースクール運営

。地域 と連携 したアフタースクールの展開

・周辺エ リアヘの好影響を与えられるようプログラムや研修を企画

○企業・行政 と連携 した子育てプロジェク ト等の推進

。企業 と連携 した子育て支援プロジェク トの推進

・行政の子育て課題の解決、教育目標達成の支援

。全国の放課後団体の活性化支援

(成果)

o小学校におけるアフタースクール運営・放課後支援

・アフタースクールの継続的な開校・運営 (こ れまでに21校 を開校)

・のべ約20万 4千人以上の子 どもたちがアフタースクールに参加

・地域と連携 したプログラムなどを開催

。全国の6自 治体 と連携 し放課後活動を支援/約 3,000人 の子どもたちが活動に参加。

・放課後事業者向け研修会を年間3回 実施/約 1,700名 が参加。

o企業 。行政 と連携 した子育てプロジェク ト等の推進

。年間20社以上の企業 と連携 した子ども向け活動プロジェク トや CSR支 援事業を展開

。のべ約10,700人 の子どもたちが参加

・行政 と連携 した重度障害児日中―時支援事業を実施

。全国470ヶ 所の学童保育や放課後施設をオンラインもしくは訪間にてプログラムを提供

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業                    (事 業費の総費用709,240千 円)

(2)その他の事業

定款に記載

された

事業名

事 業 内 容
実 施

予 定

日 時

実 施 予 定

場 所

従事者

の予定

人数

受益対象者

の範囲及び

予 定 人 数

支出額

(千円)

子どもの健全育成

を図る活動 :ア フ

タースクール運営

全国のモデルとなるアフタ
ースクール運営

こ年 東京都 。神奈川県 。

千葉県埼玉県の小学

庚

約220人 小学生 。中学生

約204,000人

(のべ
)

459,980

自治体の放課後活動の支援 こ年 千葉市 。鎌倉市・津

島市・南あわじ市C
」ヽ学校・放課後施設

約22人 小学生

約3,000人

61,313

子どもの健全育成を

図る活動 :企業・行

女等と連携した子育

てプロジェクト等

企業等 と連携 し、子 ども向
|す のイベ ン トやプログラム

を展開

通年 日本全国の放課後施

設等

約50人 小 学 生 。中 学

生・高校生

約10,700人

(のべ
)

187,947

事業名 事 業 内 容 実施 日時 実施場所 従事者の人数 支出額 (千円)

該当なし



活動計算書

2022年 4月 1日 から2023年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人

ア フ ― ス ―
‐

ル

グラム提供事業収益
経常収益計
経常費用
1 事業費

Ⅱ

(1)人件費

(2)

給料手当
雑給
法定福利費
人件費計
その他経費
福利厚生費
業務委託費
支払謝金
採用活動費
旅費交通費
教育費

その他経費計
事業費計
管理費
(1)人件費

給料手当
法定福利費
人件費計

(2)そ の他経費
福利厚生費
業務委託費
支払謝金
採用活動費
教育費
消耗品費
新聞図書費
印刷製本費
諸会費
会議費
交際費

システム利用料
通信運搬費
広告宣伝費

消耗品費
新聞図書費
印刷製本費
諸会費
会議費
交際費

地代家賃
水道光熱費
賃借料

通信運搬費
地代家賃
水道光熱費
賃借料
リース料
減価償却費
保険料
租税公課
支払手数料

リース料
減価償却費
保険料
支払手数料
雑 費

システム利用料

709,240,451

堂 什 :円

科 目 金 額

19 1R禽  '4只

1'4_66'_41,

761_036_444

19,188,

124,662,

426,656,143
2,846,093

50_AR月 _禽禽7

4RO_088_1,3

2,323,288
37,847,081
70,942,968
1,354,100

36,102,453

1,705,766
193,666

1,768,587
13,814,906

748,549
6,602,350

321,616
11,147,370

406,120
1,758,257
321,724

1,327,216
1 6,R_91,

,,9_11,_n,R

7 07■  7n'
59,678,536

^A 754 ,AR



雑費

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

受取利息
雑収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

雑損失
経常外費用計

当期経常外増減額
税引前当
法人税、

1'4 ,94_R10

3,84

4,363,193

1 ,nn 199

____」理墨≦旦
7,761,176

140,000
7,621,176

….¨.¨.¨.¨.¨.」1墾:L:L.」 !≦|ビiL.`:flE



書式第 15号 (法第 28条関係 )

貸借対照表

2023年3月 31日 現在

特定非営利活動法人

放課後NPOアフタースクール

(単位 :円 )

科
ロ
ロ 金 額

資産の部

1 流動資産

現金預金

前払費用

未収金

仮払金

未収還付法人税等

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

附属設備

工具器具備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

ソフ トウエア

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

差入保証金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

前受金

未払法人税等

未払消費税等

預 り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

330,563,485

14,686,996

120,212,426

136,444

589

465,599,940

19,031,468

63

93,814,

390,816,781

8,053,966

116,747

8,170,713

1,999,819

1,999,819

8,860,986

8,860,936

60,950,503

22,570,515

140,000

8,668,200

1,485,409

93,814,

383,195,

7,621,1

484.631.408



書式第 17

財産 目録

2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人

放課後NPOア フタースクール

円 )

金 額科

303,001,867

10,000,000

17_561_618

330.563.485

1,723,868

1,055,827

9,404,273

2.503.028

14,686,996

120,212,426

136,444

589

116,747

6,774,243

1,279,723

8,170,713

1,999,819

1,999,819

5,015,040

1,600,000

2.245.896

8.860.986

60,950,503

22,570,515

140,000

8,668,200

1,485,409

484,631,408

93,814,627

資産の部

1 流動資産

現金預金

みずほ銀行普通預金

三井住友銀行普通預金

楽天銀行普通預金

現金預金 計

前払費用

前払家賃

保険料

システム利用料

その他

前払費用 計

未収入金

放課後プログラム提供事業未収入金

仮払金

従業員仮払金

未収還付法人税等

国税還付金

流 動 資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

放課後プログラム提供事業未払金

前受金

放課後プログラム提供事業前受金

未払法人税等

未払法人税

未払消費税等

未払消費税

預り金

源泉所得税・住民税・社会保険

流 動 負 債 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

附属設備

事務所内装工事

惑ビル内装工事

工具器具備品

事務所什器

有形固定資産 計

(2)無形固定資産

ソフトウエア

学童保育システム

無形固定資産 計

(3)投資その他の資産

差入保証金

本社事務所 敷金

関西事務所 保証金
ロジスタ (ロ ジスティックセンター&ス タジオ)敷金

投資その他の資産 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

固定負債
計合

計

　

産

債

合

　

財

負定

債

　

味

固

負

　

正



財務諸表の注記

特定非営利活動法人
静 議 名 Np∩ ア フ ″ ― ス ク ― ル

1.重 要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に よつています。

(1)固 定資産の減価償却の方法
(有形固定資産)

建物附属設備
定額法によつております。

工具器具備品
定率法によつております。

(無形固定資産)

ソフトウエア

社内における利用可能期間 (5午 )に基づ く定額法によつてお ります。

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2. 固定資産の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

有形固定資産

建物附属設備

工具器具備品

小計

無形固定資産

ソフ トウエア

投資その他の資産

本社事務所 保証金

関西事務所 敷金

ロジスタ (ロ ジスティックセンター&ス タジオ)敷金

ノ|ヽヨ+

9,068,95C

559,13C

9,628,08C

11,996,77C

5,015,04C

l,600,00C

(

6_615.04(

1,323,850

0

1,323,850

0

0

2,245,896
2.245.896

0

0

0

10,392,800

559,130

10,951,930

11,996,770

5,015,040

1,600,000

2,245,896
8.860.986

2,338,834

442,383

2,781,217

9,996,951

0

0

0

8,053,966

116,74?

8,170,713

1,999,819

5,015,040

1,600,000

2,245,896

合 計 19_031_468

科 目
財務諸表に計
上された金額

内、役員との
取引

内、近親者及

び支配法人等
との取引

(活動 計算書 )

雄給 2_n46_098 2.785_488

活 動 評 生 彗 計 2_785_483



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 J擢言篇層緊ぢF鵠騒:¶蹴昴編織鉗麗想
所並

特 宇非営剰1活動法 人 フタースクール

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1 o監 事
ウスイ クニヤス 2022年 4月 1日

202s+3E3rE

2022年 4月 1日

2023年 3月 31日臼井 国泰

2 〇 監事

オリハタ ケン 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

2022年 4月 1日

2023年 3月 31日織畑 研

3 〇 監事
ミタニ コウジ 2022年4月 1日

2023年3月 31日

年  月  日

年 月 日三谷 宏治

4 〇 監事

′ヽットリ チカコ 2022年:4月 1日

2023年3月 31日

年 月

月

日

日年]風部 千賀子

5 〇 監事
Y-? rf =* 2022年4月 1日

2023年3月 31日

年  月  日

年  月  日山口 友紀

6 監事

フジタ アヤコ 2022年:4月 1日

2023年3月 31日

年  月  日

年  月  日藤田 絢子

〇 監事

オシヅカ タケヒロ 2022年4月 1日

2023年3月 31日

年  月  日

年  月  日押塚 岳大

０
０ 〇 監事

マサムラ エ リ 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年 月 日正村 絵理

Ｏ

υ 理事。(∋
アサガイ ヨシユキ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日朝貝 義幸

10 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

年 日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和5年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人放課後NPOア フタースクール

氏   名

臼井 国泰

2 餓畑 研

（
５ 朝貝 義幸

4 押塚 岳大

Ｆ
０ 栗林 真由美

り^ 鈴木 香里

山口 友紀

藤田 絢子

Ｏ

υ 渡部 岳

10 疋田 からん

11 出羽 略子

12 鈴木 香織

13 正村 絵理

14 水本 理恵


